
構成比はほとんど手打ち
（表の構成比とあわせた）

　※その他　・・・　積立金、投資及び出資金、貸付金、予備費

◆歳出（性質別）のポイント

【主な増減理由】

【増】道路整備事業費の増
【減】焼却炉経費の減

公債費 【増】元利償還金の増

普通建設事業費
【増】市民文化会館再整備事業費、道の駅整備推進事業費の増
【減】小和田小学校給食調理場建設事業費、消防署小和田出張所移転整備事業費の減

人件費 【増】一般職給料の増

扶助費
【増】民間保育所等運営事業費の増
【減】特定不妊治療費助成事業費、児童手当費の減

　人件費は、前年度と比べ４９５７万３千円（０．３％）の増となっています。
　扶助費は、前年度と比べ１２億５２８５万４千円（７．５％）の増となっています。これは、生活保護扶助
費（約５．３億円）、民間保育所等運営事業費（約２．３億円）、障害児支援給付費（約１．７億円）などが
増額となったことによるものです。
　普通建設事業費は、前年度と比べ１８億９６８０万３千円（２５．１％）の増となっています。これは、小
和田小学校給食調理場建設事業費（約６．５億円）、消防署小和田出張所移転整備事業費（約４．５億
円）などが減となったものの、市民文化会館再整備事業費（約１９億円）、道の駅整備推進事業費（約
６．６億円）、（仮称）柳島スポーツ公園整備事業費（約３．１億円）などが増となったことによるものです。
　物件費は、前年度と比べ１億９４０７万９千円（１．８％）の減となっています。これは、情報化管理経費
（約1．4億円）などが減額となったことによるものです。

物件費 【減】情報化管理経費の減

繰出金
【増】国民健康保険事業特別会計繰出金の増
【減】公共用地先行取得事業特別会計繰出金の減

補助費等
【増】地域型保育給付費、保健所管理運営経費の増
【減】病院事業会計負担金、民間保健所運営補助事業費の減

積立金 【減】ふるさと基金積立金の減

維持補修費

人件費 

20.0% 

扶助費 

23.9% 

公債費 

6.0% 

普通建設 

事業費等 

12.6% 

物件費 

14.4% 

維持補修費 

0.8% 

補助費等 

10.3% 

繰出金 

9.2% 

その他 

2.8% 

平成２９年度一般会計歳出（性質別） 

一般会計歳出 
（性質別）

74,720,000千円 



歳出(性質別）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額

14,947,340 20.0% 14,897,767 21.0% 49,573 0.3 %

10,762,161 14.4% 10,956,240 15.4% △ 194,079 △ 1.8 %

613,875 0.8% 683,414 1.0% △ 69,539 △ 10.2 %

17,868,485 23.9% 16,615,631 23.4% 1,252,854 7.5 %

7,657,999 10.3% 7,306,181 10.3% 351,818 4.8 %

4,448,939 6.0% 4,292,438 6.0% 156,501 3.6 %

9,449,850 12.6% 7,553,047 10.6% 1,896,803 25.1 %

う ち 補 助 4,046,193 5.4% 3,282,873 4.6% 763,320 23.3 %

う ち 単 独 5,403,657 7.2% 4,270,174 6.0% 1,133,483 26.5 %

3,000 0.0% 3,000 0.0% 0 0.0 %

13,726 0.0% 46,851 0.1% △ 33,125 △ 70.7 %

256,295 0.3% 263,409 0.4% △ 7,114 △ 2.7 %

1,808,947 2.4% 1,809,583 2.5% △ 636 0.0 %

6,839,383 9.2% 6,542,439 9.2% 296,944 4.5 %

50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 0.0 %

74,720,000 100.0% 71,020,000 100.0% 3,700,000 5.2 %

予 備 費

歳　　 出　　 合 　　計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

(単位：千円）

区　　　　　　　分
平成２９年度 平成２８年度 比較

伸 び 率
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